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　　付加価値額  人件費 支払利息等 動産・不動産賃借料 租税公課 営業純益
　　として算出


















































































































































































































































































































    福 　田 　孝 　雄
  ）健康保険の被保険者の定義をみると，適用事業所に使用される者であっても，「  月以内の期間を定めて使用される
者 日々雇い入れられる者 	季節的業務に使用される者 臨時的事業の事業所に使用される者」は除外されるとなっ
ている．さらに，運用によって，パート（ 日又は 週の労働時間若しくは 月の労働日数が常勤雇用者の 分の 	未
満の者）も除外されることになっている．
  ）例えば，倉敷市における給与収入	万円の単身者の国民健康保険料は，年度では年円と，同じ年収の政
管健保被保険者の保険料は	円（いずれも後期高齢者支援金を含み，介護保険料を含まず．）と推計される．（福
田推計）
  ）ただし，日本的経営が労働者にとって望ましいものであったかという点については，それは，低賃金や長時間労働の要
因となっていたという批判もある．（松谷明彦，藤正巖「人口減少社会の設計」年，中央公論社）
  ）最近，大手企業の健康保険組合の解散が伝えられている．その理由として，高齢者医療への拠出が多額になったことを
あげている．
 
 ）市町村国民健康保険被保険者世帯を職業別にみると，
年度では，農林業と自営業をあわせて，であったが，
年度では，雇用者，無職	に対し，農林業と自営業をあわせて
	となっている．また，無職	の
うち，	は歳以上の者となっている．さらに，世帯主が歳未満の場合は，雇用者は同年度で，自営，農
業が，無職が
となっている．（厚生労働省保険局「平成年度国民健康保険実態調査」による．）
）ただ，賃金は不況でも下げ渋る傾向にあるので，労働分配率は不況時にかえって上昇するともいわれており，より長期
にみていく必要がある．
）ただ，自立と就労を同一視し過ぎると，現在のような雇用状況のもとではその実現は困難となるという批判もある．
）労働費用のうち，法定福利費の占める割合は，日本	（年）に対し，アメリカ（年），イギリス
（以下年），ドイツ	，フランスである．（厚生労働省「平成
年度労働統計要覧」による．）ただ
し，アメリカは民間被用者を対象とする公的医療保険制度はなく，イギリスの医療は公費中心である．また，アメリ
カ，イギリスでは法定外福利の比重が大きいので，いちがいに企業負担が少ないとはいえない．
	）例えば，日本経済団体連合会「年度福利厚生費調査結果の概要」

参照．また，近年，一部の企業では，
少子化対策のため，企業内保育所や高額の出産一時金の支給などが行われている．（国もこうした企業を，ファミリー
フレンドリー企業として表彰している．）
）この施策は，安部内閣が策定した「経済財政改革の基本方針」（骨太）における「成長力の強化」の一環として進
めることとされており，それ自体は望ましいことであるが，同方針に盛り込まれた社会保障費抑制と対をなしていると
も受けとられる．
）年 月から，母子世帯に給付される児童扶養手当について，給付期間が 年を経過すれば給付額を最大削減
することとされていたが，就業支援も十分でないなどの理由から，当分，措置は「凍結」されることとなった．
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